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(57)【要約】
　研磨すべき基材と、支持体と、を含む層状体であって
、前記基材は極めて小さな（薄い）厚さまで研磨されて
よく、その後、基材に損傷を与えることなく支持体から
分離することができる層状体が提供される。一実施形態
は、研磨すべき基材と、前記研磨すべき基材と接触して
いる硬化性接着剤を包含する結合層と、光吸収剤及び熱
分解性樹脂を含む光熱変換層と、光透過性支持体とを含
む層状体である。結合層と接触している面とは反対側の
基材表面を研磨した後、層状体に光透過性層を介して照
射し、光熱変換層を分解することで基材と光透過性支持
体を分離する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　研磨すべき基材と；
　前記基材と接触している結合層と；
　前記結合層の下に配置された、光吸収剤及び熱分解性樹脂を含む光熱変換層と；
　前記光熱変換層の下に配置された光透過性支持体と、を含む層状体の製造方法であって
、
　光透過性支持体上に、光吸収剤と熱分解性樹脂溶液又は熱分解性樹脂の前駆体材料とし
てのモノマーもしくはオリゴマーとを含有する光熱変換層前駆体をコーティングすること
と；
　前記光熱変換層前駆体を乾燥固化するか又は硬化して、光熱変換層を前記光透過性支持
体上に形成することと；
　硬化性シリコーン接着剤を、前記研磨すべき基材又は前記光熱変換層に適用することと
；
　前記研磨すべき基材と前記光熱変換層とを、前記硬化性シリコーン接着剤を介して減圧
下で結合し、硬化して層状体を形成することと、を含む、層状体の製造方法。
【請求項２】
　前記硬化性シリコーン接着剤が、付加硬化性シリコーン類、縮合硬化性シリコーン類、
遊離基硬化性シリコーン類、及びカチオン硬化性シリコーン類から選択される、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
　前記基材がシリコンウエファーであり、前記支持体がガラスである、請求項１に記載の
方法。
【請求項４】
　研磨すべき基材と；
　前記基材と接触している硬化性シリコーン接着剤結合層と；
　前記結合層の下に配置された、光吸収剤及び熱分解性樹脂を含む光熱変換層と；
　前記光熱変換層の下に配置された光透過性支持体と、を含む、層状体。
【請求項５】
　ａ）層状体を提供することと、前記層状体は、
　研磨すべき基材と；
　前記基材と接触している硬化したシリコーン接着剤層を含む結合層と；
　前記結合層の下に配置された、光吸収剤及び熱分解性樹脂を含む光熱変換層と；
　前記光熱変換層の下に配置された光透過性支持体と、を含み；
　ｂ）前記基材の面を所望の厚さまで研磨することと、
　ｃ）前記光透過性支持体側から放射エネルギーを照射して前記光熱変換層を分解し、そ
れによって前記接着剤結合層を有する薄型基材と光透過性支持体に分離し、場合により、
前記の硬化した接着剤結合層を前記研磨処理した基材から取り除くことと、を含む、薄型
基材の供給方法。
【請求項６】
　前記研磨処理した基材を複数の研磨処理した基材へダイシング加工する工程を更に含む
、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記研磨すべき基材が半導体ウエファーを含み、前記ウエファーが、前記結合層に隣接
する回路面と、非回路面とを有する、請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　前記基材が、厚さ５０μｍ以下まで研磨される、請求項５に記載の方法。
【請求項９】
　研磨すべき基材と；
　前記基材と接触している結合層と；
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　前記結合層と隣接して配置された、光吸収剤及び熱分解性樹脂を含む光熱変換層と；
　前記光熱変換層と隣接して配置された光透過性支持体と、を含む層状体の製造方法であ
って、
　光透過性支持体上に、光吸収剤と熱分解性樹脂溶液又は熱分解性樹脂の前駆体材料とし
てのモノマーもしくはオリゴマーとを含有する光熱変換層前駆体をコーティングすること
と；
　前記光熱変換層前駆体を乾燥固化するか又は硬化して、前記光透過性支持体上に光熱変
換層を形成することと；
　硬化性メタクリル化ポリブタジエン接着剤を包含する結合層を、前記研磨すべき基材又
は前記光熱変換層に適用することと；
　前記研磨すべき基材と前記光熱変換層とを、前記結合層を介して減圧下で結合し、硬化
して前記層状体を形成することと、を含む、層状体の製造方法。
【請求項１０】
　前記結合層が、数平均分子量約１，０００～３００，０００ｇ／モルの接着剤を含む、
請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記結合層が、反応性希釈剤を約１０重量％～約７０重量％の量で更に含む、請求項９
に記載の方法。
【請求項１２】
　前記結合層が、光反応開始剤を約０．５重量％～約５重量％の量で更に含む、請求項９
に記載の方法。
【請求項１３】
　前記メタクリル化ポリブタジエンが、鎖１本当たり約２～約２０の数のメタクリレート
基を包含する、請求項９に記載の方法。
【請求項１４】
　前記基材がシリコンウエファーであり、前記支持体がガラスである、請求項９に記載の
方法。
【請求項１５】
　研磨すべき基材と；
　前記基材と接触している、硬化性メタクリル化ポリブタジエン接着剤を包含する硬化性
結合層と；
　前記結合層と隣接して配置された、光吸収剤及び熱分解性樹脂を含む光熱変換層と；
　前記光熱変換層と隣接して配置された光透過性支持体と、を含む、層状体。
【請求項１６】
　薄型基材を提供する方法であって：
　ａ）層状体を提供することと、前記層状体の基材は、
　研磨すべき基材と；
　前記基材と接触している、硬化メタクリル化ポリブタジエン接着剤を含む結合層と；
　前記結合層と隣接して配置された、光吸収剤及び熱分解性樹脂を含む光熱変換層と；
　前記光熱変換層と隣接して配置された光透過性支持体と、を含み；
　ｄ）前記基材の面を所望の厚さまで研磨することと、
　ｅ）前記光透過性支持体側から放射エネルギーを照射して前記光熱変換層を分解し、そ
れによって、前記結合層を有する薄型基材と光透過性基材とに分離させて、そして場合に
より、前記の硬化した結合層を前記研磨処理した基材から取り除くことと、を含む薄型基
材を提供する方法。
【請求項１７】
　前記結合層が、数平均分子量約１，０００～３００，０００ｇ／モルの接着剤を含む、
請求項１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記結合層が、反応性希釈剤を約１０重量％～約７０重量％の量で更に含む、請求項１
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６に記載の方法。
【請求項１９】
　前記結合層が、光反応開始剤を約０．５重量％～約５重量％の量で更に含む、請求項１
６に記載の方法。
【請求項２０】
　前記メタクリル化ポリブタジエンが、鎖１本当たり約２～約２０の数のメタクリレート
基を包含する、請求項１６に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、２００６年７月１４日出願の米国特許出願番号１１／４５７５６７、及び本
明細書と同日出願の米国特許出願の代理人の整理番号６３３５０ＵＳ００２の優先権を主
張するものであって、これら両方の特許出願の開示内容全てを本明細書に参照として組み
込む。
【０００２】
　（発明の分野）
　本発明は、支持体に固定された研磨すべき基材、例えばシリコンウエファーを、支持体
から容易に分離することが可能な層状体に関し、この層状体の製造方法及び薄型基材の製
造方法にも関する。
【背景技術】
【０００３】
　様々な分野において、基材の厚さ低減は、多くの場合、重要である。例えば、石英素子
の分野では、石英ウエファーの厚さ低減は、振動周波数を増強するために望ましい。特に
、半導体産業では、半導体パッケージの厚さ低減という目標に応じるため、並びにチップ
ラミネーション法による高密度製造のために、半導体ウエファーの厚さを更に薄くする試
みが進行中である。厚さ低減は、半導体ウエファーの、パターン形成された回路部品を収
容する表面とは反対側の表面での、いわゆる裏面研磨によって行われる。通常、裏面研磨
保護テープのみを用いてウエファーを保持しながらウエファーの裏面又は表面を研磨して
それを搬送する従来技術では、厚さ低減は、研磨処理したウエファーの不均一な厚さ又は
研磨後の保護テープによるウエファーの反りなどの問題のために、実際には約１５０マイ
クロメートル（μｍ）までしか達成することができない。例えば、未審査請求の日本特許
公報（公開）番号６－３０２５６９には、ウエファーを環状のフレームに感圧接着テープ
を介して保持し、フレームに保持されているこのウエファーの裏面を研磨し、ウエファー
を次の工程に搬送する方法が開示されている。しかしながら、この方法は、前記の不均一
又は反りの問題と直面せずに入手され得る現在のウエファー厚さレベルを超える、目覚し
い改善を未だ達成していない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ウエファーを接着剤を介して硬質支持体にしっかりと固定しながら、ウエファーの裏面
を研磨し、それを搬送する方法もまた提案されている。これは、かかる支持体を用いてウ
エファーを支持することによって、裏面研磨中及び搬送中のウエファーの破損を防ぐこと
を意図している。この方法によれば、ウエファーを、上述の方法に比べて、より薄い厚さ
レベルまで加工することができるが、この薄型ウエファーは、ウエファーを破損せずに支
持体から分離することができず、そのため、この方法は、半導体ウエファーを薄くする方
法として実際には利用することができない。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、研磨すべき基材が支持体に結合層（硬化した接着剤を含むもの）を用いて固
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定されており、研磨後に結合層を基材から容易に剥離できる、層状体を提供する。本発明
は更に、層状体の製造方法、及び前記層状体を用いた薄型基材の製造方法も提供する。い
くつかの好ましい実施形態では、薄型基材は、半導体ウエファーを含んでいてよい。
【０００６】
　本発明の一実施形態では、層状体が提供され、前記層状体は、研磨すべき基材と、前記
研磨すべき基材と接触している結合層（硬化した接着剤を含むもの）と、光熱変換層（光
吸収剤及び熱分解性樹脂を含むもの）と、光透過性支持体とを含んでいる。結合層と接触
している表面とは反対側の基材表面を研磨した後、層状体に光透過性層を介して照射し、
光熱変換層を分解し、基材と光透過性支持体とを分離することができる。この層状体では
、極めて薄い厚さまで研磨処理した基材は、基材を破損することなく支持体から分離する
ことができる。
【０００７】
　上述の層状体の製造方法もまた提供され、この方法は、光熱変換層を光透過性支持体上
に提供することと、硬化性接着剤を研磨すべき基材又は光熱変換層に適用することと、硬
化性接着剤を用いて研磨すべき基材と光熱変換層とを減圧下で結合することと、接着剤を
硬化して結合部を形成し、そうすることで層状体を形成することとを含む。光熱変換層は
、光吸収剤及び熱分解性樹脂溶液又は熱分解性樹脂の前駆体材料としてのモノマーもしく
はオリゴマーを含有する光熱変換層前駆体を提供することと、光熱変換層前駆体を乾燥固
化又は硬化して光熱変換層を光透過性支持体上に形成することとによって提供されてもよ
い。
【０００８】
　研磨すべき基材及び光透過性支持体を結合層（硬化した接着剤を含むもの）を介して減
圧下で結合することによって、気泡及び塵埃汚染が層状体の内部に形成するのを防ぎ、そ
うすることで、滑らかな表面を形成することができ、基材が研磨後に均一な厚さを維持す
ることができる。
【０００９】
　本発明の更に別の実施形態では、低減した厚さの基材の製造方法が提供され、前記方法
は、上述の層状体を調製することと、基材を所望の厚さまで研磨することと、光熱変換層
に光透過性支持体を介して照射して光熱変換層を分解し、それにより、研磨後に基材を光
透過性支持体から分離することと、研磨後に結合層を基材から剥離することとを含む。こ
の方法では、基材は支持体上で所望の厚さ（例えば、１５０μｍ以下、好ましくは５０μ
ｍ以下、より好ましくは２５μｍ以下）まで研磨することができ、研磨後に、放射エネル
ギーへの曝露を利用して支持体を基材から分離することで、研磨後に基材上に残存する結
合層を基材から容易に剥離することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の層状体を示す断面図。
【図２ａ】本発明において有用な真空接着装置を示す断面図。
【図２ｂ】本発明において有用な真空接着装置を示す断面図。
【図３】本発明の方法において有用な研磨装置の部分断面図。
【図４ａ】支持体を分離して結合層を剥離する工程を示す図。
【図４ａ－１】支持体を分離して結合層を剥離する工程を示す図。
【図４ｂ】支持体を分離して結合層を剥離する工程を示す図。
【図４ｃ】支持体を分離して結合層を剥離する工程を示す図。
【図４ｄ】支持体を分離して結合層を剥離する工程を示す図。
【図４ｅ】支持体を分離して結合層を剥離する工程を示す図。
【図５】レーザビーム照射工程で使用できる層状体固定装置の断面図。
【図６ａ】レーザ照射装置の透視図。
【図６ｂ】レーザ照射装置の透視図。
【図６ｃ】レーザ照射装置の透視図。
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【図６ｄ】レーザ照射装置の透視図。
【図６ｅ】レーザ照射装置の透視図。
【図６ｆ】レーザ照射装置の透視図。
【図７ａ】ウエファーと支持体とを分離する操作において使用されるピックアップの概略
図。
【図７ｂ】ウエファーと支持体とを分離する操作において使用されるピックアップの概略
図。
【図８】結合層をウエファーから剥離する方法を示す概略図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　前記層状体は、研磨すべき基材を支持体に結合するための硬化性接着剤結合層を特徴と
する。図１中の層状体１には、研磨すべき基材２、結合層３（硬化した接着剤を含むもの
）、光熱変換層４、及び支持体５が示されている。本発明の層状体を構成する構成要素類
について、以下に更に詳細に述べる。
【００１２】
　結合層は、硬化した接着剤を含んでおり、研磨すべき基材を光熱変換層を介して支持体
に固定するのに使用される。光熱変換層を分解することによって基材と支持体とを分離し
た後、その上に結合層を有する基材が得られる。こうして、結合層は基材から、例えば剥
離によって、望ましくは容易に分離される。従って、結合層は、基材を支持体に固定する
のに十分強いが、基材から分離できるほど十分に弱い、接着強度を有する。
【００１３】
　本発明の一実施形態では、接着剤結合層としては、アクリレートなどの硬化性オリゴマ
ー、又は更に具体的には、例えば、硬化性メタクリル化ポリブタジエン接着剤を挙げるこ
とができる。接着剤結合層はまた、光反応開始剤及び希釈剤を包含することも可能である
。あるいは、本発明の他の実施形態では、接着剤結合層としては、硬化性シリコーン接着
剤を挙げることができる。
【００１４】
　硬化性接着剤類は、長期の耐久性を付与することができ、広範な温度、湿度、及び環境
条件類に亙って有用であり、並びに本発明の層状体を結合するのに効果的に使用できる。
いくつかの実施形態では、硬化性接着剤は、光硬化性接着剤であってよく、ＵＶ及び可視
光硬化性接着剤類が挙げられる。
【００１５】
　結合層の硬化性メタクリル化ポリブタジエン接着剤実施形態に関して、例えばポリブタ
ジエン（ＰＢＤ）は、金属類、ガラス、プラスチック類、及び他の材料に対して弱い接着
性を有する、非極性で、柔軟で、低弾性率のポリマーであることができる。ポリブタジエ
ンは、一般に、ゴム及びプラスチック配合物類用のコーティング、プライマー、又は接着
性増強添加物としては適さない可能性がある。しかしながら、数平均分子量が約２，００
０ｇ／モルよりも高いポリブタジエンなどのポリマー類は、そのポリマー主鎖が、弾性及
び多数の合成材料との適合性に加えて、より優れた耐化学薬品性及び耐湿性をも付与する
一方で、それらの比較的高い数平均分子量が、より低い数平均分子量の他の材料よりも、
硬化するときにより少ない収縮やより均一な特性をもたらすため、接着剤類及びコーティ
ング類で使用するのに望ましいことがある。
【００１６】
　本発明のいくつかの実施形態の未硬化のポリマー樹脂組成物類は、次の一般式を有する
セグメントから構成されたポリマー鎖である：
【００１７】
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【化１】

【００１８】
　－前記式中、／＼／＼／＼／はポリマー主鎖部分であって、飽和又は不飽和であること
ができ、無水物、アミド基、エーテル基、エステル基、アリール基、及び環状基から成る
群から選択される１つ以上の構成員を含有していてよいポリマー主鎖部分を表し；
　－前記式中、矢印は、ペンダント基類がどの位置で主鎖に結合されていてもよいことと
、様々な量のペンダント基類が、ポリマー樹脂の各分子の前記部分にそれぞれ存在してい
てよいこととを示しており；
　－前記式中、Ｚは、組成物の架橋又は安定性を実質的に阻害しないヒドロカルビルであ
ることができ、ａは０又は１又は２であることができ；
　－前記式中、Ｒ１は、化学結合したカルボキシル部分とエステル部分との組み合わせを
有する基（ＯがＳ、Ｎ又はＰで置換することができるエステル等部分を包含する）である
ことができ；及び
　－前記式中、Ｒ２は、化学結合したカルボキシル部分類の組み合わせを有する基である
ことができる。
【００１９】
　Ｒ１の例としては：
【００２０】

【化２】

【００２１】
　が挙げられ、前記式中、Ｒ’は、アクリル化合物、メタクリル化合物、アリル化合物、
又はビニルエーテル化合物からの不飽和含有部分であることができ；Ｒ”は、非求核置換
基であることができ；Ｙは、－Ｏ、－Ｎ、－Ｓ、又は－Ｐであることができ；ｎは、０～
２５までの整数であることができる。例えば、ｎは、１～５までの整数であることができ
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る。更に、例えば、Ｒ”はＨであることができ、ｎは１であることができる。非求核置換
基類としては、Ｈ、Ｓ、アルキル、アリール、アルコキシ、アミド、エステル、エーテル
、ｔｅｒｔ－アミノ、及びカルボキシが挙げられるが、これらに限定されない。
【００２２】
　Ｒ’は、アクリレート、メタクリレート、アリル、又はビニルエーテルなどの反応性不
飽和、例えば、（メタ）アクリレート部分、更には例えば、アルキル（メタ）アクリルエ
ステル部分（例えば、－ＯＣＨ２ＣＨ２ＯＣ（Ｏ）Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２）をも含有する
。
【００２３】
　Ｒ１基の一例は、次のものであることができる：
【００２４】
【化３】

【００２５】
　例えば、Ｒ２は：
【００２６】

【化４】

【００２７】
　であることができ、前記式中、Ｒ”は非求核置換基であることができ；ｎは、０～２５
までの整数であることができる。例えば、ｎは、１～５までの整数であることができる。
更に、例えば、Ｒ”はＨであり、ｎは１であることができる。
【００２８】
　Ｒ２基の一例は、次のものであることができる：
【００２９】
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【化５】

【００３０】
　ポリマー主鎖は、例えば、ポリブタジエンを包含することができる。
【００３１】
　化学結合したカルボキシル部分類の組み合わせを有する基とは、この基がカルボキシル
部分を２個有することを表す。化学結合したカルボキシル部分とエステル部分との組み合
わせは、カルボキシル部分とエステル部分とが共に同じ基に存在し得ることを表す。チオ
エステル部分、アミド部分、又は他のこのようなヘレト（hereto）原子含有部分（Ｐ－含
有部分を包含する）を、エステル部分の代わりに使用してもよい。
【００３２】
　主鎖ポリマー鎖類の長さは、必要に応じて選択されてよい。例えば、組成物の数平均分
子量は、接着特性に関して必要に応じて、硬化した樹脂の十分な可撓性と共に、硬化時の
小さな収縮を確実にするのに十分に高くできるが、最適な相互作用のために基材表面の孔
及び空洞を埋めるポリマー分子の能力を制限するほど高くはない。代表的な数平均分子量
範囲は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）又はいずれかの他の分析法で決定すると
き、約１，０００～３００，０００ｇ／モル、又は、例えば約２，０００～１００，００
０ｇ／モルであることができる。
【００３３】
　例えば、Ｚは、Ｈ、アルキル、組成物の架橋に寄与する二重結合を提供するビニル又は
アルキルビニルであることができる。しかし、Ｚは、架橋を妨げるほど嵩の高い可能性は
なく、組成物を不安定にせず、すなわち、架橋が自然発生的に生じるか又は所望よりも脆
性の硬化した組成物をもたらすほど多くの二重結合を供給しないいかなる置換基であって
もよい。利用可能な部位を調節することによって架橋密度を調節することは、当該技術分
野には周知であるかもしれないが、Ｚは、当業者により、あらゆる望ましい特性の組成物
のために最適化されてもよい。
【００３４】
　例えば、組成物は、迅速な硬化をもたらすために、また硬化した生成物に強度や、耐溶
媒性、耐化学薬品性、及び耐水性の点で架橋密度を追加するため、反応性不飽和を有する
アクリレート基類を十分な濃度含有するが、自然発生的な架橋を促進するほど、又は所望
よりも脆性である可能性のある硬化した組成物をもたらすほど高くなく、例えば、主鎖ポ
リマー鎖１本当たり約２～約２０個のアクリレート基又は不飽和部分が存在する。
【００３５】
　本発明のいくつかの実施形態を製造する方法は、ジカルボン酸無水物及び／又はペンダ
ントカルボキシル基類を有するポリマー主鎖を、水、及び／又は不安定な水素を含有する
反応性置換基、例えば、－ＯＨ基、－ＮＨ基、又は－ＳＨ基を有する１つ以上の不飽和化
合物類又はリン化合物と反応させて、様々な強度の二級及び一級二塩基酸カルボキシル官
能基及び不飽和ハーフエステルカルボキシル官能基を有する化合物を生成することを含ん
でいる。無水物が使用できる場合、例えば、それは、無水コハク酸であることができる。
【００３６】
　一級カルボキシル官能基は、同じ酸分子の他の二級カルボキシル官能基よりも高い酸強
度を有する二塩基酸のものであることができる。一級及び二級カルボキシル官能基はいず
れも、無水ジカルボン酸と水との反応から得られる。様々な強度のハーフエステルカルボ
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キシル官能基は、無水ジカルボン酸基と、不安定な水素を含有する反応性置換基を有する
１つ以上の不飽和化合物類との反応から得られる。例えば、不安定な水素を含有する反応
性置換基を有する不飽和化合物は、アクリレート又はメタクリレート、例えば、２－ヒド
ロキシエチルメタクリレートであることができる。この組成物は、例えば、ポリブタジエ
ンの無水マレイン化物と、アクリレート又はメタクリレート含有化合物、水、及び二塩基
酸のハーフエステル、又は（メタ）アクリレート官能性を更に含有する環状無水物との反
応によって作製することができる。所望の接着特性を組成物に付与するため組成物類中に
存在するカルボキシル基の量及び種類を選択してもよい。
【００３７】
　使用可能ないくつかのメタクリル化ポリブタジエン類としては、例えば、米国ペンシル
バニア州エクストン（Exton）のサートマー・カンパニー（Sartomer Company）製のライ
カクリル（Ricacryl）３１００及びライカクリル３５００が挙げられる。あるいは、他の
メタクリル化ポリブタジエンを使用することも可能である。これらには、修飾されてエス
テル化された液状ポリブタジエンジオール類から構成される、液状ポリブタジエン樹脂の
ジメタクリレート類が包含される。これらは、米国ペンシルバニア州エクストン（Exton
）のサートマー社（Sartomer Company）製の商標名ＣＮ３０１、及びＣＮ３０３、及びＣ
Ｎ３０７として入手可能である。本発明の実施形態にメタクリル化ポリブタジエンを使用
することに関わらず、メタクリル化ポリブタジエンは、鎖１本当たり約２～約２０の数の
メタクリレート基を包含することができる。
【００３８】
　メタクリル化ポリブタジエンに加えて、結合層はまた、例えば、光反応開始剤類を包含
することもできる。接着剤結合層は、光反応開始剤を、例えば、約０．５重量％～約５重
量％の範囲の量で包含することができる。有用な光反応開始剤類には、多官能性（メタ）
アクリレートをフリーラジカル的に光硬化するのに有用として既知のものが包含される。
代表的な光反応開始剤類としては、ベンゾイン及びその誘導体類、例えば、α－メチルベ
ンゾイン；α－フェニルベンゾイン；α－アリルベンゾイン；α－ベンジルベンゾイン；
ベンゾインエーテル類、例えば、ベンジルジメチルケタール（例えば、ニューヨーク州タ
リータウン（Tarrytown）のチバ・スペシャルティ・ケミカルズ（Ciba Specialty Chemic
als）製の「イルガキュア（IRGACURE）６５１」）、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾ
インエチルエーテル、ベンゾインｎ－ブチルエーテル；アセトフェノン及びその誘導体類
、例えば、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－１－プロパノン（例えば、チバ
・スペシャルティ・ケミカルズ製の「ダロキュア（DAROCUR）１１７３」）及び１－ヒド
ロキシシクロヘキシルフェニルケトン（例えば、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製の
「イルガキュア１８４」）；２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－（
４－モルホリニル）－１－プロパノン（例えば、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製の
「イルガキュア９０７」）；２－ベンジル－２－（ジメチルアミノ）－１－［４－（４－
モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン（例えば、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ
製の「イルガキュア３６９」）が挙げられる。
【００３９】
　その他の有用な光反応開始剤類としては、例えば、ピバロインエチルエーテル、アニソ
インエチルエーテル、アントラキノン類（例えば、アントラキノン、２－エチルアントラ
キノン、１－クロロアントラキノン、１，４－ジメチルアントラキノン、１－メトキシア
ントラキノン、又はベンズアントラキノン）、ハロメチルトリアジン類、ベンゾフェノン
及びその誘導体類、そのヨードニウム塩類、及びそのスルホニウム塩類、ビス（η５－２
，４－シクロペンタジエン－１－イル）ビス［２，６－ジフルオロ－３－（１Ｈ－ピロー
ル－１－イル）フェニル］チタンなどのチタン錯体類（例えば、チバ・スペシャリティ・
ケミカルズ（Ciba Specialty Chemicals）製の「ＣＧＩ　７８４ＤＣ」）；ハロメチル－
ニトロベンゼン類（例えば、４－ブロモメチルニトロベンゼン）、モノ－及びビス－アシ
ルホスフィン類（例えば、「イルガキュア（IRGACURE）１７００」、「イルガキュア１８
００」、「イルガキュア１８５０」、及び「ダロキュア（DAROCUR）４２６５」）が挙げ
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られる。典型的に、開始剤は、約０．１重量％～１０重量％、好ましくは２重量％～４重
量％の範囲の量で使用される。
【００４０】
　メタクリル化ポリブタジエン及び光反応開始剤に加えて、結合層はまた、例えば、反応
性希釈剤類も包含することができる。接着剤結合層は、例えば、反応性希釈剤を約１０重
量％～約７０重量％の範囲の量で包含することができる。反応性希釈剤類は、硬化した組
成物の粘度及び／又は物理特性を調製するために使用することができる。好適な反応性希
釈剤類の例としては、希釈剤類である単官能性及び多官能性（メタ）アクリレートモノマ
ー類（例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート　へキサンジオールジ（メタ
）アクリレート　トリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート　トリメチロールプロ
パントリ（メタ）アクリレート　トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート）、
ビニルエーテル類（例えば、ブチルビニルエーテル）、ビニルエステル類（例えば、酢酸
ビニル）、及びスチレンモノマー類（例えば、スチレン）が挙げられる。
【００４１】
　あるいは、結合層の硬化性シリコーン接着剤の実施形態に関して、例えば、接着剤層は
、縮合硬化性シリコーン接着剤、付加硬化性（又はヒドロシリル化硬化性）シリコーン接
着剤、遊離基硬化シリコーン接着剤、又はカチオン硬化性シリコーン接着剤から選択され
る硬化性シリコーン接着剤を含んでいる。硬化性シリコーン接着剤類は、長期耐久性を付
与することができ、広範な温度、湿度、及び環境条件に亙って有用であり、並びに本発明
の層状体を結合するのに効果的に使用できる。いくつかの実施形態では、硬化性シリコー
ン類は、光硬化性シリコーン類であってよく、ＵＶ及び可視光硬化性シリコーン類が挙げ
られる。いくつかの実施形態では、硬化性シリコーンは更に、強化剤、例えば、シリカ、
石英、及び／又はＭＱ樹脂を含んでもよく、これは硬化したシリコーンを補強する。かか
る強化剤は、硬化性シリコーン組成物の７５重量％までの量で添加され得る。
【００４２】
　硬化性シリコーンポリマー類に関する一般的な参考文献としては、カーク－オスマーの
高分子化学工学百科事典（Kirk-Othmer Encyclopedia of Polymer Science and Engineer
ing）、第２版、ワイリー－インターサイエンス出版（Wiley-Interscience Pub.）、１９
８９年、第１５巻、２３５～２４３頁；包括的な有機金属化学（Comprehensive Organome
tallic Chemistry）、ジェフリー・ウィルキンソン（Geoffrey Wilkinson）編、第２巻、
第９．３章、Ｆ．Ｏ．スターク（F. O. Stark）、Ｊ．Ｒ．ファレンダー（J. R. Falende
r）、Ａ．Ｐ．ライト（A. P. Wright）、３２９～３３０頁、ペルガモン出版（Pergamon 
Press）：ニューヨーク、１９８２年；シリコーンと工業：実際の利用、使用上の説明、
及び参考文献についての概論（Silicones and Industry:　A Compendium for Practical 
Use, Instruction, and Reference）、Ａ．トマネック（A. Tomanek）、カール・ハンサ
ー（Carl Hanser）：ヴァッチャー－ヘミー（Wacher-Chemie）：ミュンヘン（Munich）、
１９９３年；シロキサン・ポリマー類（Siloxane Polymers）、Ｓ．Ｊ．クラーソン（S. 
J. Clarson）、プレンティス・ホール（Prentice Hall）：エングルウッド・クリフス（E
nglewood Cliffs）、ニュージャージー、１９９３年；及びシリコーンの化学と技術（Che
mistry and Technology of Silicones）、Ｗ．ノール（W. Noll）、フェルラーク・ヘミ
ー（Verlag Chemie）：ヴァインハイム（Weinheim）、１９６０年が挙げられる。
【００４３】
　硬化性シリコーン接着剤は、エチレン性不飽和（例えば、アルケニルもしくは（メタ）
アクリロイル）官能性シリコーンベースポリマーと、水素化物官能性架橋剤又は鎖延長剤
（例えば、ＳｉＨ）と、ヒドロシリル化触媒とを含む、付加硬化又はヒドロシリル化硬化
シリコーン接着剤であることができる。シリコーンベースポリマーは、ポリマー端部（末
端部）に存在及び／又はポリマー鎖に沿ってペンダントされていてよいエチレン性不飽和
（例えば、ビニル、プロペニル、高級アルケニル、（メタ）アクリロイルなど）基類を有
する。好ましくは、エチレン性不飽和基類は、ビニル基、又は高級アルケニル基である。
強化剤は、例えば、シリカ、石英、及び／又はアルケニルもしくはＳｉＨ官能性基類を含
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有するＭＱ樹脂などを包含することが望ましい場合がある。ヒドロシリル化触媒は、第Ｖ
ＩＩＩ族金属又は金属錯体又は担持金属触媒であってよいが、典型的には、例えばＰｔ又
はＲｈを含有する貴金属触媒である。
【００４４】
　付加硬化したシリコーン類（例えば、ヒドロシリル化硬化シリコーン類）は、一般に、
更に高品質であると考えられ、縮合硬化シリコーン類よりも更に寸法安定性である。縮合
硬化したシリコーン類とは異なり、付加硬化したシリコーン類、例えばヒドロシリル化硬
化シリコーン類は、潜在的に有害な副生成物を硬化中に生成しない。かかるシリコーン類
は、ヒドロシリル化硬化した組成物が典型的には１）ポリエチレン性不飽和シリコーンポ
リマー又はオリゴマーと；２）２つ以上のシラン（Ｓｉ－Ｈ）結合を含有する「ヒドロシ
ラン」構成成分と；３）ヒドロシリル化触媒、例えば、白金触媒とを含有している点で、
縮合硬化したシリコーン類とは異なる。「ポリエチレン性不飽和」とは、複数個のエチレ
ン性不飽和基類、例えば複数個のビニル基類及び（メタ）アクリロイル基類を有する化合
物又は構成成分を意味する。エチレン性不飽和基類及びＳｉ－Ｈ基類は、末端部にあって
も、ペンダントされていてもよい。いくつかの実施形態では、シリコーンは、Ｓｉ－Ｈ結
合類とビニル基類とを両方有し得る。
【００４５】
　特に好ましい付加硬化したシリコーンは、（１）複数個のエチレン性不飽和基を含有す
るオルガノポリシロキサンと、（２）１分子当たり複数個のＳｉＨ結合を含有するオルガ
ノポリシロキサン（以下、「オルガノヒドロポリシロキサン」）とを反応させることによ
って形成される。この反応は、（３）白金含有触媒の存在によって典型的に促進される。
【００４６】
　硬化性シリコーン組成物は、ポリエチレン性不飽和オルガノポリシロキサンと、オルガ
ノヒドロポリシロキサンと、ヒドロシリル化触媒とを組み合わせること（例えば、互いに
混合すること）によって調製することができる。一実施形態では、前記構成成分類は、使
用前に好ましくは２つの部分にプレミックスされる。例えば、部分「Ｂ」は、オルガノヒ
ドロポリシロキサンと、任意にビニル含有オルガノポリシロキサンとを含有していてよい
が、部分「Ａ」は、ビニル含有オルガノポリシロキサンと触媒とを含有していてよい。別
の実施形態では、前記構成成分類は、１つの部分に提供されて、硬化反応を抑制する成分
（例えば、触媒抑制剤）を更に含有する。
【００４７】
　コバルト、ロジウム、ニッケル、パラジウム、又は白金の様々な錯体類を、ケイ素が結
合した水素を含有する化合物と脂肪族不飽和を含有する化合物との間の熱活性化付加反応
（ヒドロシリル化）を促進するための触媒として使用することが、無数の特許に教示され
ている。例えば、米国特許第４，２８８，３４５号（アシュビー（Ashby）ら）には、ヒ
ドロシリル化反応用の触媒として、白金－シロキサン錯体が開示されている。追加の白金
－シロキサン錯体類は、米国特許第３，７１５，３３４号、米国特許第３，７７５，４５
２号、及び米国特許第３，８１４，７３０号（カールシュテット（Karstedt）ら）にヒド
ロシリル化反応用触媒として開示されている。米国特許第３，４７０，２２５号（ノア（
Knorre）ら）には、ケイ素が結合した水素を含有する化合物を、少なくとも１つの非芳香
族二重又は三重炭素－炭素結合を含有する有機化合物に、実験式ＰｔＸ２（ＲＣＯＣＲ’
ＣＯＲ”）２の白金化合物（前記式中、Ｘはハロゲンであり、Ｒはアルキルであり、Ｒ’
は水素又はアルキルであり、及びＲ”はアルキル又はアルコキシである）を用いて付加す
ることによる有機ケイ素化合物類の製造法が開示されている。先の特許に開示されている
触媒類は、それらの高い触媒活性を特徴とする。前記熱活性化付加反応を促進するための
他の白金触媒類としては：式（ＰｔＣｌ２Ｃ３Ｈ６）２を有するプラチナシクロブタン錯
体（米国特許第３，１５９，６６２号、アシュビー（Ashby））；第一白金塩とオレフィ
ンとの錯体（米国特許第３，１７８，４６４号、パイアーポイント（Pierpoint））；塩
化白金酸をアルコール、エーテル、アルデヒド、又はそれらの混合物と反応させることに
よって調製される白金含有錯体（米国特許第３，２２０，９７２号、ラモロー（Lamoreau
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x））；トリメチル白金ヨウ化物及びヘキサメチルジ白金から選択される白金化合物（米
国特許第３，３１３，７７３、ラモロー）；ヒドロカルビル又はハロヒドロカルビルニト
リル－白金（ＩＩ）ハロゲン化物錯体（米国特許第３，４１０，８８６号、ジョイ（Joy
））；ヘキサメチル－ジピリジン－ジ白金ヨウ化物（米国特許第３，５６７，７５５号、
セイフリード（Seyfried）ら）；塩化白金酸と炭素原子数１５までのケトンとの反応によ
って得られる白金硬化触媒（米国特許第３，８１４，７３１号、ニッチェ（Nitzsche）ら
）；一般式（Ｒ’）ＰｔＸ２を有する白金化合物（前記式中、Ｒ’は、２つの脂肪族炭素
－炭素二重結合を有する環状炭化水素ラジカル又は置換環状炭化水素ラジカルであり、及
びＸはハロゲン又はアルキルラジカルである）（米国特許第４，２７６，２５２号、クラ
イス（Kreis）ら）；白金アルキン錯体類（米国特許第４，６０３，２１５号、チャンド
ラ（Chandra）ら）；白金アルケニルシクロヘキセン錯体類（米国特許第４，６９９，８
１３号、キャベザン（Cavezzan））；及び水素化ケイ素又は水素化シロキサンと白金（０
）又は白金（ＩＩ）錯体との反応によってもたらされるコロイド状ヒドロシリル化触媒（
米国特許第４，７０５，７６５号、ルイス（Lewis））が挙げられる。
【００４８】
　これら白金錯体類及び多くの他のものが、ケイ素が結合した水素を含有する化合物類と
脂肪族不飽和を含有する化合物との熱活性化付加反応の促進方法において触媒として有用
であるが、これら化合物類の間での紫外線又は可視光活性化付加反応の促進方法が場合に
よっては好ましい場合がある。紫外線活性化ヒドロシリル化反応類を開始するのに使用で
きる白金錯体類、例えば、白金アゾ錯体類（米国特許第４，６７０，５３１号、エクバー
グ（Eckberg））；（η４－シクロオクタジエン）ジアリール白金錯体類（米国特許第４
，５３０，８７９号、ドラナク（Drahnak））；及び（η５－シクロペンタジエニル）ト
リアルキル白金錯体類（米国特許第４，５１０，０９４号、ドラナク）が開示されている
。紫外線で硬化し得る他の組成物類としては、米国特許第４，６４０，９３９号及び米国
特許第４，７１２，０９２号並びに欧州特許出願第０２３８０３３号に記載されているも
のが挙げられる。米国特許第４，９１６，１６９号（ボードマン（Boardman）ら）には、
可視光で活性化されるヒドロシリル化反応類が記載されている。Ｕ．Ｓ．６，３７６，５
６９（オックスマン（Oxman）ら）には、ケイ素が結合した水素を含有する化合物と脂肪
族不飽和を含有する化合物との化学線活性化付加反応のための方法が記載されており、前
記付加は、ヒドロシリル化と呼ばれ、改良点には、（η５－シクロペンタジエニル）トリ
（σ－脂肪族）白金錯体を白金ヒドロシリル化触媒として使用すること、及び化学線、す
なわち、約２００ｎｍ～約８００ｎｍまでの範囲の波長の光を吸収可能なフリーラジカル
光反応開始剤を反応促進剤として使用することが含まれている。前記方法はまた、化学線
を吸収する化合物や、化学線に曝露されたときにヒドロシリル化反応が開始するような、
前記白金錯体又は白金錯体／フリーラジカル光反応開始剤の組み合わせへエネルギーを移
動できる化合物を、増感剤として使用することも可能である。前記方法は、低い数平均分
子量の化合物類の合成と、高い数平均分子量の化合物類、すなわちポリマー類の硬化の両
方に適用可能である。
【００４９】
　時には、組成物中に添加物類を包含して、ヒドロシリル化硬化性組成物の浴寿命又は作
業時間を改善することも有用である。かかるヒドロシリル化抑制剤類は、当該技術分野で
は周知であり、アセチレン性アルコール、特定のポリオレフィン性シロキサン類、ピリジ
ン、アクリロニトリル、有機ホスフィン類及び亜リン酸塩類、不飽和アミド類、並びにマ
レイン酸アルキル類などの化合物が挙げられる。例えば、アセチレン性アルコール化合物
は、特定の白金触媒類を抑制して、低温で硬化が発生するのを防ぐ。加熱すると、組成物
は硬化し始める。触媒抑制剤の量は、触媒の活性や組成物に望まれる貯蔵寿命に応じて、
触媒量の約１０倍以上まで変えることができる。
【００５０】
　硬化性シリコーン接着剤は、少なくとも１つのフリーラジカル硬化シリコーン接着剤で
あることができ、これは、ポリマー鎖及び／又は末端部からペンダントしている遊離基重
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合性エチレン性不飽和基類、例えば、ビニル、アリル、（メタ）アクリロイルなどを有す
るポリシロキサンポリマー又はオリゴマーを含んでいる。フリーラジカル触媒は、接着剤
を熱又は放射（例えば、ＵＶ又は光）硬化しようとする場合に、遊離基重合を開始するた
めに包含されることが望ましい。任意に、少ない割合の遊離基重合性ビニルモノマーを包
含することもできる。加えて、遊離基重合性架橋剤もまた包含されてよい。
【００５１】
　エチレン性不飽和遊離基重合性シリコーン類、特にアクリレート基又はメタクリレート
基などの末端及び／又はペンダントエチレン性不飽和基類を含有するアクリル化ポリシロ
キサンオリゴマー類及びポリマー類を包含するものは、様々な方法で、一般にはクロロ－
、シラノール－、アミノアルキル－、エポキシアルキル－、ヒドロキシアルキル－、ビニ
ル－、又は水素化ケイ素－官能性ポリシロキサン類と、対応する（メタ）アクリロイル官
能性保護剤との反応を介して、調製することができる。これらの調製法は、Ａ．Ｆ．ジャ
コバイン（A.F. Jacobine）及びＳ．Ｔ．ネイコス（S.T. Nakos）著、放射線硬化科学技
術（Radiation Curing Science and Technology）（１９９２年）、プレナン（Plenum）
：ニューヨーク、２００～２１４頁の「光重合性シリコーンモノマー類、オリゴマー類、
及び樹脂類（Photopolymerizable Silicone Monomers, Oligomers, and Resins）」とい
う題の章に概説されている。好ましいアクリル化ポリシロキサンオリゴマー類には、ゴー
ルドシュミット（Goldschmidt）から表記ＴＥＧＯ　ＲＣで市販されている前記アクリル
変性ポリジメチルシロキサン樹脂類、及び米国特許第５，０９１，４８３号（マズレック
（Mazurek）ら）に記載されている前記アクリルアミド末端の単官能性及び二官能性ポリ
シロキサン類が包含される。
【００５２】
　硬化性シリコーン接着剤は、少なくとも１つの縮合－硬化シリコーン接着剤であること
ができる。縮合硬化性シリコーン類は、通常、例えば、水分の存在下で反応して硬化した
（すなわち架橋）材料を形成するヒドロキシシラン（すなわちシラノール）官能基、アル
コキシシラン官能基、又はアシロキシシラン官能基などのペンダント基又は末端基を含ん
でいる。アルコキシシラン又はアシロキシシラン官能性を含む縮合硬化性組成物類は、典
型的には２つの反応で硬化する。一つ目の反応では、アルコキシシラン基又はアシロキシ
シラン基が水分及び触媒の存在下で加水分解して、シラノール基類を有する化合物を形成
する。２つ目の反応では、シラノール基類は、触媒の存在下で他のシラノール基、アルコ
キシシラン基、又はアシロキシシラン基と縮合して、－Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ－結合を形成する
。これら２つの反応は、シラノール官能性化合物の発生と本質的に同時に生じる。これら
２つの反応に通常使用される触媒類としては、ブレンステッド酸とルイス酸が挙げられ、
高分子科学工学百科事典（the Encyclopedia of Polymer Science and Engineering）、
第２版、第１５巻、２５２頁（１９８９年）に記載されている。単一材料が両方の反応を
触媒作用する場合もある。
【００５３】
　プロセス及び貯蔵の問題を有さずに無難な硬化速度を有する縮合硬化性組成物類を提供
するために様々な手法が用いられてきた。例えば、米国特許第２，８４３，５５５号には
、二部分系が記載されており、一方の部分には官能性ポリマーが含まれており、もう一方
の部分には触媒が含まれており、これら２つの部分を使用直前に混合する。米国特許第５
，２８６，８１５号には、水分硬化反応を開始する酸化合物を遊離させるために十分に加
熱するまで不活性なアンモニウム塩触媒が開示されている。あるいは、縮合硬化剤は、触
媒と架橋剤の両方の役割をする多官能性架橋剤（例えばアミノシラン）であることができ
る。
【００５４】
　参照として本明細書に組み込まれるＵ．Ｓ．６，２０４，３５０号（リュー（Liu）ら
）にも記載されており、反応性シラン感応性基類を有する分子を含む１つ以上の化合物類
と酸発生物質とを有し、必要に応じて硬化する（cure-on-demand）水分硬化性組成物類が
、その中に教示されている。酸発生物質は、熱、紫外線、可視光、電子線照射、又はマイ
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クロ波照射に曝露すると酸を放出して、架橋反応を開始し促進する。
【００５５】
　硬化性シリコーン接着剤は、少なくとも１つのカチオン硬化性シリコーン接着剤である
ことができる。カチオン硬化性シリコーン類は、通常、カチオン触媒の存在下で反応して
硬化（すなわち、架橋）材料を形成するペンダント基又は末端基、例えば、エポキシ官能
基、アルケニルエーテル官能基、オキセタンジオキソラン官能基、及び／又は炭酸塩官能
基を含む。必要に応じて、カチオン硬化性シリコーンは、硬化したシリコーン（結合層）
の強度を改善するため更にＭＱ樹脂を含んでもよい。
【００５６】
　エポキシシリコーン類は、当該技術分野に既知の多くの方法、例えば、水素化物官能性
シリコーン類と脂肪族不飽和エポキシ化合物類との塩化白金酸で触媒作用した付加反応、
又は、例えば、Ｅ．Ｐ．プリュードマン（E. P. Plueddemann）及びＧ．ファンガー（G. 
Fanger）、米国化学会誌８１、２６３２～３５（１９５９年）に記載されているような、
ビニルなどの不飽和シロキサン類のエポキシ化及びグリニャール型反応によって調製され
得る。簡便な方法は、不飽和脂肪族エポキシ化合物類と水素化物官能性シリコーンオリゴ
マー類とのヒドロシロキサン付加反応である。この方法を使用する場合、ケイ素に結合し
た少量の水素が存在し得るとしても、ＳｉＨ部位の本質的に完全な反応が達成されること
が好ましい。低い数平均分子量の化合物類、例えば、環状シロキサン類は、最終的な硬化
コーティング中のそれらの存在が接着剤の接着特性に悪影響を及ぼす（接着性の低下又は
強化をもたらす）可能性があるため、最良の結果のため、エポキシシリコーンには、本質
的に含まないことも好ましい。
【００５７】
　Ｕ．Ｓ．５，４０９，７７３号（ケッセル（Kessel）ら）には、シロキサン単位の総数
の約５～５０％の合計数で脂環式及び非脂環式エポキシ基を有する１つ以上のエポキシシ
リコーン類が記載されており、脂環式エポキシ基の総数と非脂環式エポキシ基の総数との
比は約１：１０～２：１であり、エポキシポリシロキサン（類）は、触媒作用的に有効量
のカチオン性エポキシ硬化触媒の存在下で硬化される。
【００５８】
　「両官能性モノマー類のカチオン性光重合（Cationic Photopolymerization of Ambifu
nctional Monomers）」という題の論文（Ｊ．Ｖ．クリベロ（J. V. Crivello）ら、マク
ロモレキュラー討論会記録（Macromolekular Symposia）、９５、７９～８９年、（１９
９５年））には、「両官能性」モノマー類（すなわち、同じ分子内に２つの化学的に異な
る反応性官能基を有するモノマー類）のカチオン性触媒を用いた光重合が記載されている
。一例では、エポキシシクロヘキシル反応性官能基とトリメトキシシリル反応性官能基の
両方を有する両官能性モノマーを調製し、その後、カチオン性トリアリールスルホニウム
触媒の存在下でＵＶ照射する。
【００５９】
　硬化したシリコーンは、カチオン硬化性シリコーンと、触媒と、場合によりエポキシ末
端シランとを溶媒中で混合し、その溶液を基材にコーティングして、触媒の有効性と基材
の感熱性とに応じて好適な硬化温度に加熱することによって都合よく生成される。あるい
は、カチオン硬化性シリコーンは、光酸発生剤を用いて硬化してもよく、前記光酸発生剤
は、ＵＶ又は可視光へ曝露すると、加熱しなくてもブレンステッド酸又はルイス酸のうち
１つ以上の分子を発生する。エポキシポリシロキサン類の混合物又はエポキシシラン類の
混合物を使用してもよい。
【００６０】
　カチオン硬化性シリコーンの硬化は、化学線及び／又は熱によって活性化される従来の
カチオン性エポキシ硬化触媒と混合することによって達成することができる。化学線によ
って活性化される触媒類が好ましい。好適な光反応開始剤類の例は、錯体ハロゲン酸のオ
ニウム塩、特にＳｂＦ６アニオン、ＳｂＦ５ＯＨアニオン、ＰＦ６アニオン、ＢＦ４アニ
オン、又はＡｓＦ６アニオンを有するポリ芳香族ヨードニウム錯体塩及びスルホニウム錯
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体塩であって、米国特許第４，１０１，５１３号に開示されている通りであり、これを参
照として本明細書に組み込む。好ましい光反応開始剤類はヨードニウム塩及びスルホニウ
ム塩であり、最も好ましいのはＳｂＦ６アニオンを有するものである。また、有用な光反
応開始剤類は、米国特許第５，０８９，５３６号に開示されている有機金属錯体塩、及び
米国特許第４，６７７，１３７号に記載されているカチオン重合性化合物類の化学線活性
化された重合用の担持光反応開始剤類であり、これら特許はいずれも参照として本明細書
に組み込まれる。使用されてもよい好適な熱活性化カチオン性触媒類としては、米国特許
第４，３１３，９８８号に記載されている熱活性化スルホン酸触媒及びスルホニル触媒が
挙げられ、前記特許も参照として本明細書に組み込まれる。
【００６１】
　シリコンウエファーなどの研磨すべき基材は、一般に、一方の面に回路パターンなどの
隆起を有している。研磨すべき基材の隆起に充填して結合層の厚さを均一にするための結
合層に関し、結合層に使用される接着剤は、好ましくはコーティング中及び層化中は液状
であり、好ましくはコーティング及び層化操作温度（例えば、２５℃）での粘度は１０Ｐ
ａ．ｓ（１０，０００センチポアズ（ｃｐｓ））未満である。この液状接着剤は、好まし
くは、当該技術分野において既知の様々な方法の中でも、スピンコーティング法によって
コーティングされる。かかる接着剤のように、ＵＶ－硬化性又は可視光硬化性の接着剤は
、特に好ましい。というのも、結合層の厚さを均一にすることができ、そして更には加工
速度が高いためである。
【００６２】
　結合層の厚さは、研磨すべき基材を研磨するのに必要な厚さ均一性と、支持体を層状体
から取り除いた後で結合層をウエファーから剥離するのに必要な引き裂き強さとを確実に
することができ、並びに基材表面上の隆起を十分に吸収することができれば、特に限定さ
れない。結合層の厚さは、典型的に、約１０～約１５０μｍ、好ましくは約２５～約１０
０μｍである。必要に応じて、基材は、層状体を組み立てる前に、結合層と隣接する面（
回路面）から部分的に切り取られてよい。
【００６３】
　基材は、例えば、従来法では薄くするのが困難な脆性材料であってよい。その例として
は、シリコン及びガリウムヒ素などの半導体ウエファー類、水晶ウエファー、サファイア
、並びにガラスが挙げられる。
【００６４】
　光透過性支持体は、本発明で使用されるレーザビームなどの放射エネルギーを透過でき
る材料であり、この材料は、研磨体を平坦な状態に維持し、研磨中及び搬送中にそれを破
損させないため必要である。支持体の光透過率は、それが、実用的な強度レベルの放射エ
ネルギーが光熱変換層へ透過するのを妨げずに、光熱変換層の分解を可能にするのであれ
ば、限定されない。ただし、透過率は、好ましくは、例えば、５０％以上である。また、
研磨体が研磨中に反るのを防ぐために、光透過性支持体は、好ましくは十分に高い剛性を
有しており、支持体の曲げ剛性は、好ましくは２×１０－３（Ｐａ・ｍ３）以上、更に好
ましくは３×１０－２（Ｐａ・ｍ３）以上である。有用な支持体類の例としては、ガラス
板類及びアクリル板類が挙げられる。更に、光熱変換層などの隣接層に対する接着強度を
増強するために、支持体を、必要に応じて、シランカップリング剤などで表面処理しても
よい。ＵＶ－硬化性光熱変換層又は結合層を利用する場合、支持体は、好ましくは紫外線
を透過する。
【００６５】
　支持体は時には、光熱変換層が照射されたとき、又は研磨中に摩擦熱に起因して高温が
生じるときに、光熱変換層内で発生した熱に曝される。更に、支持体上に金属フィルムを
形成する目的で、蒸着又はメッキなどの方法を追加的に適用してから、研磨処理した基材
を支持体から分離してもよい。加えて、ドライエッチング法を実施して、基材に導通孔を
形成してもよい。特に、シリコンウエファーの場合、支持体を時折、高温プロセスに付し
て酸化物フィルムを形成する。それ故に、耐熱性、耐化学薬品性、及び低い膨張係数を有
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する支持体が選択される。これらの特性を有する支持体材料の例としては、パイレックス
（Pyrex；登録商標）及びテンパックス（Tenpax）（商標）として入手可能なホウケイ酸
塩ガラス、並びにホウ化－アルミノケイ酸アルカリ土類塩ガラス、例えば、コーニング（
Corning）（商標）＃１７３７及び＃７０５９が挙げられる。
【００６６】
　基材を研磨した後で所望の厚さ均一性を得るために、支持体の厚さは好ましくは均一で
ある。例えば、シリコンウエファーを５０μｍ以下まで研磨して±１０％以下の均一性を
達成するために、支持体の厚さのばらつきを±２μｍ以下まで低減しなければならない。
支持体を繰り返し使用する場合、支持体はまた、好ましくは引掻抵抗をも有する。支持体
を繰り返し使用する場合、放射エネルギーの波長及び支持体は、放射エネルギーによる支
持体への損傷を抑制するように選択され得る。例えば、パイレックス（Pyrex；登録商標
）ガラスを支持体として使用して、三次高調波発生ＹＡＧレーザ（３５５ｎｍ）を用いる
場合、支持体と基材との分離は実施可能であるが、かかる支持体は、このレーザの波長で
は低い透過率を示して放射エネルギーを吸収し、その結果、支持体は熱損傷を受けて、場
合によっては再使用することができない。
【００６７】
　光熱変換層は、光吸収剤と熱分解性樹脂を含有する。光熱変換層にレーザビームなどの
形態で加えられる放射エネルギーは、光吸収剤で吸収され、熱エネルギーに変換される。
発生した熱エネルギーは、光熱変換層の温度を急激に上昇させ、この温度が、光熱変換層
中の熱分解性樹脂（有機構成成分）の熱分解温度に達し、その結果、樹脂の熱分解が生じ
る。熱分解によって生じるガスが、光熱変換層に空隙層（例えば、エアスペース）を形成
し、光熱変換層を２つの部分に分け、それによって、支持体と基材が分離すると考えられ
る。
【００６８】
　光吸収剤は、使用される波長での放射エネルギーを吸収する。放射エネルギーは、通常
、３００～１１，０００ナノメートル（ｎｍ）、好ましくは３００～２，０００ｎｍの波
長を有するレーザビームであり、これらの具体例としては、１，０６４ｎｍの波長で発光
するＹＡＧレーザ、波長５３２ｎｍで発光する二次高調波発生ＹＡＧレーザ、及び波長７
８０～１，３００ｎｍで発光する半導体レーザが挙げられる。光吸収剤はレーザビームの
波長に応じて変化するが、使用できる光吸収剤の例としては、カーボンブラック、グラフ
ァイト粉末、微小粒子金属粉末類、例えば鉄、アルミニウム、銅、ニッケル、コバルト、
マンガン、クロム、亜鉛、及びテルル、金属酸化物粉末類、例えば黒色酸化チタン、並び
に染料類及び顔料類、例えば、芳香族ジアミノ系金属錯体、脂肪族ジアミン系金属錯体、
芳香族ジチオール系金属錯体、メルカプトフェノール系金属錯体、スクアリリウム系化合
物、シアニン系染料、メチン系染料、ナフトキノン系染料、及びアントラキオン系染料が
挙げられる。光吸収剤は、蒸着金属フィルムを包含するフィルムの形態であってよい。こ
れら光吸収剤類の中でも、カーボンブラックは特に有用である。というのも、カーボンブ
ラックは、照射後に基材を支持体から分離するのに必要な力を著しく軽減して、分離を促
進するためである。
【００６９】
　光熱変換層中の光吸収剤の濃度は、光吸収剤の種類、粒子状態（構造）、及び分散度に
応じて変化するが、この濃度は、粒径が約５～５００ｎｍの一般的なカーボンブラックの
場合、通常５～７０体積％である。濃度が５体積％未満であると、光熱変換層の熱発生が
、熱分解性樹脂の分解には不十分な場合があるのに対し、それが７０体積％を超えると、
光熱変換層の被膜形成特性が劣化して、他の層との接着性を容易に低下させる場合がある
。結合層として使用した接着剤がＵＶ硬化性接着剤である場合、カーボンブラックの量が
多過ぎると、接着剤を硬化するための紫外線の透過率が低下する。そのため、ＵＶ硬化性
接着剤を結合層として使用する場合、カーボンブラックの量は６０体積％以下でなければ
ならない。照射後に支持体を除去するときの力を軽減し、そしてそれによって研磨中の光
熱変換層の磨耗（例えば、洗浄水中での研磨による磨耗）を防ぐために、カーボンブラッ
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クは、好ましくは２０～６０体積％、更に好ましくは３５～５５体積％の量で光熱変換層
中に含有される。
【００７０】
　使用可能な熱分解性樹脂の例としては、ゼラチン、セルロース、セルロースエステル（
例えば、酢酸セルロース、ニトロセルロース）、ポリフェノール、ポリビニルブチラール
、ポリビニルアセタール、ポリカーボネート、ポリウレタン、ポリエステル、ポリオルト
エステル、ポリアセタール、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、塩化ビニリ
デンとアクリロニトリルとのコポリマー、ポリ（メタ）アクリレート、ポリ塩化ビニル、
シリコーン樹脂、及びポリウレタン単位を含むブロックコポリマーが挙げられる。これら
の樹脂類は、別々に又はこれらのうち２つ以上を組み合わせて使用することができる。前
記樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、熱分解性樹脂の熱分解の結果としての空隙層の形成
に起因して光熱変換層が一旦分離すると、光熱変換層が再付着しないように、好ましくは
室温（２０℃）以上であり、更に好ましくはＴｇは、再付着を防ぐには、１００℃以上で
ある。光透過性支持体がガラスである場合、ガラスと光熱変換層との間の接着力を増強す
るために、ガラス表面でシラノール基と水素結合し得る極性基（例えば、－ＣＯＯＨ、－
ＯＨ）を分子内に有する熱分解性樹脂を使用することができる。更に、化学エッチングな
どの化学溶液処理を要する用途では、耐化学薬品性を光熱変換層へ付与するために、熱処
理時に自己架橋可能な官能基を分子内に有する熱分解性樹脂、紫外線もしくは可視光で架
橋可能な熱分解性樹脂、又はそれらの前駆体（例えば、モノマー類及び／又はオリゴマー
類の混合物）を使用してもよい。図１（ｅ）に示すような接着性光熱変換層として光熱変
換層を形成するために、熱分解性樹脂に使用され得るような、ポリ（メタ）アクリレート
などから形成された接着剤ポリマーを用いてもよい。
【００７１】
　光熱変換層は、必要に応じて、透明な充填剤を含有していてよい。透明な充填剤は、熱
分解性樹脂の熱分解の結果としての空隙層の形成に起因して光熱変換層が一旦分離すると
、光熱変換層が再付着しないように作用する。そのため、基材の研磨後やそれに続く照射
の後で基材と支持体とを分離するのに必要な力を更に低下することができる。更に、再付
着を防ぐことができることから、熱分解性樹脂の選択における許容度も広がる。透明な充
填剤の例としては、シリカ、タルク、及び硫酸バリウムが挙げられる。透明な充填剤の利
用は、ＵＶ又は可視光硬化性接着剤を結合層として使用する場合に特に有利である。透明
な充填剤類の利用に関する更なる情報は、参照として本明細書に組み込まれる譲受人の公
開された出願Ｕ．Ｓ．２００５／０２３３５４７（ノダ（Noda）ら）及びＰＣＴ国際公開
特許ＷＯ　２００５０５７６５１を参照することができる。
【００７２】
　光熱変換層は、必要に応じて、別の添加物類を含有していてよい。例えば、熱分解性樹
脂をモノマー又はオリゴマーの形態でコーティングした後で前記樹脂を重合又は硬化する
ことによって層を形成する場合、この層は光重合開始剤を含有していてよい。また、ガラ
スと光熱変換層との間の接着力を高めるためのカップリング剤の添加（全体混合法、すな
わち、カップリング剤を前－表面処理剤としてよりむしろ配合物中で添加物として使用す
ること）、及び耐化学薬品性を改善するための架橋剤の添加は、それぞれの目的のために
有効である。更に、光熱変換層を分解することによって分離を促進するために、低温ガス
発生剤を含有していてもよい。使用可能な低温ガス発生剤の代表例としては、発泡剤及び
昇華剤が挙げられる。発泡剤の例としては、炭酸水素ナトリウム、炭酸アンモニウム、炭
酸水素アンモニウム、炭酸亜鉛、アゾジカーボンアミド、アゾビスイソブチロニトリル、
Ｎ，Ｎ’－ジニトロソペンタメチレンテトラミン、ｐ－トルエンスルホニルヒドラジン、
及びｐ，ｐ－オキシビス（ベンゼンスルホニルヒドラジド）が挙げられる。昇華剤の例と
しては、２－ジアゾ－５，５－ジメチルシクロヘキサン－１，３－ジオン、カンファー、
ナフタレン、ボルネオール、ブチルアミド、バレルアミド、４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノ
ール、フラン－２－カルボン酸、無水コハク酸、１－アダマンタノール、及び２－アダマ
ンタノンが挙げられる。
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【００７３】
　光熱変換層は、例えばカーボンブラックなどの光吸収剤と、熱分解性樹脂と、溶媒とを
混合して前駆体コーティング溶液を調製し、この溶液を支持体にコーティングし、それを
乾燥させることによって形成することができる。また、光熱変換層は、光吸収剤と、熱分
解性樹脂用の前駆体材料としてのモノマー又はオリゴマーと、任意に光重合開始剤などの
添加物類と、必要に応じて溶媒とを混合して、熱分解性樹脂溶液の代わりに前駆体コーテ
ィング溶液を調製し、この溶液を支持体にコーティングして乾燥し、それを重合／硬化す
ることによって、形成することも可能である。コーティングのために、硬質支持体上にコ
ーティングするのに好適な一般的なコーティング法、例えば、スピンコーティング、ダイ
コーティング、及びロールコーティングを使用することができる。
【００７４】
　一般に、光熱変換層の厚さは、それが支持体と基材との分離を可能にする限り制限され
ないが、それは通常、０．１μｍ以上である。厚さが０．１μｍ未満の場合、十分な光吸
収に必要とされる光吸収剤の濃度が高くなり、このことが被膜形成特性を悪化させて、そ
の結果、隣接層との接着性が低下する場合がある。他方で、光熱変換層の厚さは５μｍ以
上であるが、光熱変換層の熱分解による分離を可能にするのに必要な光吸収剤の濃度が一
定に保たれていると、光熱変換層（又はその前駆体）の光透過率は低下する。その結果、
光硬化性（例えば紫外線（ＵＶ）硬化性）光熱変換層と結合層とを使用する場合、硬化プ
ロセスは、十分な硬化した生成物を生成することができない程度まで抑制される場合があ
る。それ故に、光熱変換層が、例えば、紫外線硬化性である場合、照射後に基材を支持体
から分離するのに必要な力を最小限にし、研磨中の光熱変換層の磨耗を防ぐために、光熱
変換層の厚さは、好ましくは約０．３～約３μｍ、より好ましくは約０．５～約２．０μ
ｍである。
【００７５】
　本発明の層状体の研磨すべき基材は、その上に回路が形成されたウエファーであること
ができるため、ウエファー回路は、光透過性支持体と光熱変換層と結合層とを介してウエ
ファーに到達する放射エネルギー、例えばレーザビームによって損傷を受ける場合がある
。かかる回路の損傷を避けるために、放射エネルギーの波長での光を吸収し得る光吸収性
染料、又はその光を反射し得る光反射性顔料が、層状体を構成する層のいずれかに含有さ
れていてもよく、又は光熱変換層とウエファーとの間に別個に提供される層に含有されて
いてもよい。光吸収性染料類の例としては、用いられるレーザビームの波長付近に吸収ピ
ークを有する染料類（例えば、フタロシアニン系染料類及びシアニン系染料類）が挙げら
れる。光反射性顔料類の例としては、酸化チタンなどの無機白色顔料類が挙げられる。
【００７６】
　本発明の層状体は、研磨すべき基材、研磨すべき基材と接触している結合層、光熱変換
層、及び光透過性支持体以外の、追加の層を含んでもよい。追加の層の例としては、結合
層３と光熱変換層４との間の第１中間層（図示せず）、及び／又は光熱変換層４と支持体
５との間に供給される第２中間層（図示せず）が挙げられる。第２中間層は、好ましくは
結合層３を介して支持体５と結合している。
【００７７】
　第１中間層が供給される場合、層状体１は、照射後に光熱変換層４で分離されて、第１
中間層／結合層３／基材２の層状体が得られる。従って、第１中間層は、結合層３を基材
２から分離している間は裏材として作用して、これら２つの容易な分離を可能にする。第
１中間層は、好ましくは多層光学フィルムである。また、第１中間層は、好ましくは、分
離を可能にするために使用される放射エネルギー、例えばＹＡＧレーザ（近赤外波長光）
を選択的に反射するフィルムである。このフィルムは、第１中間層が放射エネルギーを透
過しないが反射する場合、その放射エネルギーを、回路が存在するウエファー表面に到達
するのを防げず、このことが回路への損傷の可能性を排除するため好ましい。
【００７８】
　光硬化性接着剤を結合層３として用いる場合、紫外線などの硬化光に対する透過性が十
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分に高いフィルムが好ましい。従って、多層光学フィルムは、好ましくは、紫外線を透過
して近赤外光を選択的に反射する。紫外線を透過して近赤外光を反射する、好ましい多層
光学フィルムは、３Ｍ（商標）太陽光反射フィルム（Solar Reflecting Film）（ミネソ
タ州セント・ポール（St. Paul）の３Ｍ社（3M Company））として入手可能である。第１
中間層は、結合層３を基材２から剥離によって取り除くための基材として機能し、それ故
に、好ましくは厚さが２０μｍ以上、より好ましくは３０μｍ以上であり、及び破壊強度
が２０ＭＰａ以上、より好ましくは３０ＭＰａ以上、更により好ましくは５０ＭＰａ以上
である。
【００７９】
　上述の第２中間層が供給される場合、層状体１に照射した後で、第２中間層／結合層３
／光透過性支持体５の層状体が得られる。そのため、第２中間層は、結合層３と支持体５
を分離する間に裏材として作用し、これら２つを容易に分離させることができる。このよ
うに、第２中間層を供給することにより、光熱変換層４又は結合層３（硬化性接着剤）が
光透過性支持体５上に残存するのを防ぎ、支持体５を容易に再利用することができる。結
合層３を支持体５から、レーザ照射後に破らずにそれらを引き剥がすことによって除去す
ることを可能にするために、第２中間層の厚さは、好ましくは２０μｍ以上、より好まし
くは３０μｍ以上であり、破壊強度は２０ＭＰａ以上、より好ましくは３０ＭＰａ以上、
更により好ましくは５０ＭＰａ以上である。場合により、第２中間層の樹脂は、例えば、
第２中間層を光硬化性オリゴマー及びモノマーの混合物としてコーティングしてＵＶで硬
化する場合（例えば、光熱変換層をフィルム基材上にコーティングし、第２中間層を光熱
変換層上にコーティングしそれを硬化し、そして結合層を第２中間層上にコーティングす
ることによってシートが製造される場合）、光熱変換層４に浸透する。このような場合、
レーザ照射によって形成された空間で分離された表面が再付着するのを防ぐために、樹脂
のＴｇは（光硬化性樹脂の場合は、硬化した樹脂のＴｇ）は４０℃以上であってよい。
【００８０】
　層状体の製造では、望ましくない異物、例えば空気が層間に入るのを防ぐことが重要で
ある。例えば、空気が層間に入り込むと、層状体の厚さの均一性が阻止され、研磨すべき
基材を薄型基材まで研磨することができない。図１に示す層状体を製造する場合、例えば
、次の方法が考えられる。先ず、光熱変換層の前駆体コーティング溶液を支持体上に、当
該技術分野で既知の方法のうちいずれか１つによってコーティングし、乾燥して、紫外線
などを照射することによって硬化する。その後、硬化性接着剤を、硬化した光熱変換層の
表面及び基材の研磨していない側の表面のいずれか一方又は両方にコーティングする。光
熱変換層と基材を、硬化性接着剤を介して付着し、その後、例えば紫外線を支持体側から
照射することによって硬化し結合層を形成することにより、層状体を形成することができ
る。かかる層状体の形成は、好ましくは、層間に空気を入り込ませないように真空下で行
われる。これは、例えば、未審査請求の日本特許公報（公開）番号１１－２８３２７９に
記載されているような真空接着装置を改良することによって達成することができる。
【００８１】
　層状体は、好ましくは、基材の研磨中に用いられる水の浸入がなく、基材を落とさない
程度の層間接着強度を有し、及び光熱変換層が、研磨処理した基材の粉塵を含有する水流
（スラリー）によって磨耗されない程度の磨耗耐性を有するように、設計される。
【００８２】
　薄型基材は、上述のようにして形成される層状体を調製することと、基材を所望の厚さ
まで研磨することと、放射エネルギーを光熱変換層に光透過性支持体を介して適用して光
熱変換層を分解し、それによって研磨処理した基材を光透過性支持体から分離することと
、結合層を基材から剥離することとを含む方法によって製造することができる。
【００８３】
　一態様において、本発明の方法を、図を参照して以下に説明する。以下では、レーザビ
ームを放射エネルギー源として使用し、及びシリコンウエファーを研磨すべき基材として
使用するが、本発明はこれらに限定されない。
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【００８４】
　図２は、本発明の一実施形態の層状体の製造に適した真空接着装置の断面図を示してい
る。真空接着装置２０は、真空チャンバー２１と、真空チャンバー２１内に設けられた支
持部２２であって、その上には研磨すべき基材２（シリコンウエファー）又は支持体５の
いずれか一方が配置されているものと、真空チャンバー２１内に設けられ、支持部２２の
上部で垂直方向に移動可能な保持／開放手段２３であって、支持体５又はシリコンウエフ
ァー２の残りの方を保持するものと、を備えている。真空チャンバー２１は、パイプ２４
を介して減圧装置２５に接続されており、これによって真空チャンバー２１内の圧力を下
げることができる。保持／開放手段２３は、垂直方向で上下に移動可能なシャフト２６と
、シャフト２６の遠位端に設けられた接触表面部分２７と、接触表面部分２７の周辺部に
設けられた板バネ２８と、それぞれの板バネ２８から延びている保持用の爪２９とを有す
る。図２（ａ）に示すように、板バネが真空チャンバー２１の上面と接触すると、板バネ
が圧縮され保持用の爪２９が垂直方向に向けられ、支持体５又はウエファー２を周辺端部
で保持する。他方、図２（ｂ）に示すように、シャフト２６が押し下げられ、支持体５又
はウエファー２が支持部に配置されたウエファー２又は支持体５それぞれと極接近すると
、保持用の爪２９が、板バネ２８と一緒に開放され、支持体５とウエファー２を重ね合わ
せる。
【００８５】
　この真空接着装置２０を用いると、層状体を次のようにして製造することができる。最
初に、上述のように、光熱変換層が支持体５の上に供給される。別個に、層化すべきウエ
ファーを準備する。ウエファー２と支持体５の光熱変換層とのいずれか一方又は両方に、
結合層を形成するための接着剤を適用する。こうして調製された支持体５及びウエファー
２を、図２（ａ）に示すような真空接着装置２０の真空チャンバー２１内に配置し、減圧
装置によって圧力を下げ、シャフト２６を、図２（ｂ）に示すようにして層又は層状体ウ
エファー（layered body the wafer）まで押し下げ、大気に触れさせた後、必要に応じて
接着剤を硬化することで、層状体が得られる。
【００８６】
　図３は、本発明のある実施形態で有用な研磨装置の部分断面図を示す。研磨装置３０は
、台座３１と、スピンドル３２の底端部に回転可能なように据え付けられた砥石車３３と
を備える。吸気口３４が台座３１の下に設けられており、この吸気口３４は減圧装置（図
示せず）に繋がっており、それによって研磨すべき材料を吸い込んで、研磨装置３０の台
座３１上に固定する。図１に示すような本発明の層状体１が調製されて、研磨すべき材料
として利用される。層状体１の支持体側を、研磨装置３０の台座３１上に据え付けて、減
圧装置を用いた吸引によって固定する。その後、流動体流（例えば、ウエファーの研磨に
有用であることが知られている、水又はいずれかの溶液）を供給すると同時に、砥石車３
３を回転させながら層状体１と接触させ、それによって研磨を行う。研磨は、１５０μｍ
以下、好ましくは５０μｍ以下、より好ましくは２５μｍ以下の薄いレベルまで行うこと
ができる。
【００８７】
　所望のレベルまで研磨した後、層状体１を取り外して後続の工程へ搬送し、ウエファー
と支持体とをレーザビームの照射によって分離することと、結合層をウエファーから剥離
することとを行う。図４は、支持体を分離する工程及び結合層を剥離する工程の図を示し
ている。先ず、最後のダイシング加工工程を考慮して、ダイ結合テープ４１を、必要に応
じて、層状体１のウエファー側の研磨表面に配置する（図４（ａ））か又はダイ結合テー
プ４１を配置せず（図４（ａ’））、その後、ダイシング加工テープ４２及びダイシング
フレーム４３を配置する（図４（ｂ））。その後、レーザビーム４４を、層状体１の支持
体側から照射する（図４（ｃ））。レーザビーム照射後に、支持体５を持ち上げて、支持
体５をウエファー２から分離する（図４（ｄ））。最後に、結合層３を、剥離によって分
離して、薄型シリコンウエファー２を得る（図４（ｅ））。
【００８８】
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　通常、シリコンウエファーなどの半導体ウエファーは、端部が衝撃によって損傷しない
ように、ベベリングと呼ばれる面取りに付される。すなわち、シリコンウエファーの端部
の角は丸くされる。液状接着剤を結合層として使用して、スピンコーティングによってコ
ーティングする場合、結合層が端部まで広がって、接着剤が研磨表面の端部に露出する。
その結果、ダイシング加工テープを配置する際に、研磨処理したウエファーのみならず露
出した接着剤もダイシング加工テープの感圧接着剤と接触する。使用するダイシング加工
テープの接着が強いと、結合層が分離し難い場合がある。このような場合、露出した接着
剤の一部を予め除去してから、ダイシング加工テープとダイシングフレームを配置するこ
とが好ましい。端部に露出した接着剤を除去するために、接着剤が十分に吸収できる放射
エネルギー又はＣＯ２レーザ（波長１０．６μｍ）を用いることができる。
【００８９】
　図５は、本発明の一態様において、例えばレーザビームを用いるなどの照射工程におい
て使用可能な、層状体固定装置の断面図を示している。層状体１を、支持体が固定装置５
０に関して上面となるように固定プレート５１に据え付ける。固定プレート５１は、焼結
金属又は表面粗さを有する金属などの多孔性金属から製造される。固定プレート５１の低
部から真空装置（図示せず）によって減圧することにより、層状体１が吸引によって固定
プレート５１に固定される。真空吸引力は、好ましくは、支持体を分離して結合層を剥離
する後続工程において落下させないほど十分に強い。レーザビームを用いて、この方法で
固定した層状体に照射する。レーザビームを発光する場合、光熱変換層で吸収される光の
波長において光熱変換層中の熱分解性樹脂を分解させるのに十分に高い出力を有するレー
ザビーム源が選択され、分解ガスが発生することができ、支持体とウエファーを分離する
ことができる。例えば、ＹＡＧレーザ（波長１，０６４ｎｍ）、第二高調波ＹＡＧレーザ
（波長：５３２ｎｍ）、及び半導体レーザ（波長：７８０～１，３００ｎｍ）を使用する
ことができる。
【００９０】
　レーザ照射装置として、レーザビームを走査して照射表面に所望のパターンを形成する
ことができ、レーザ出力とビーム移動速度を設定することができる装置を選択する。また
、照射した材料（層状体）の加工品質を安定化するために、焦点深度の大きな装置を選択
する。焦点深度は、装置の設計における寸法精度に応じて変化し、特に制限されないが、
焦点深度は、好ましくは３０μｍ以上である。図６は、本発明で使用できるレーザ照射装
置の透視図を示している。図６（ａ）のレーザ照射装置６０は、Ｘ軸とＹ軸から構成され
る二軸構造の検流計を装備しており、レーザ振動子６１から振動されるレーザビームが、
Ｙ軸検流計６２で反射され、更にＸ軸検流計６３でも反射されて、固定プレート上の層状
体１に照射されるように設計されている。照射位置は、検流計６２及び６３の方向によっ
て決定される。図６（ｂ）のレーザ照射装置６０は、単軸検流計又は多面鏡６４、及び走
査方向と直交する方向に移動可能なステージ６６を装備している。レーザ振動子６１から
のレーザビームは、検流計又は多面鏡６４で反射され、更には保持ミラー６５で反射され
て、可動ステージ６６上の層状体１に照射される。照射位置は、検流計又は多面鏡６４の
方向及び可動ステージ６６の位置によって決定される。図６（ｃ）の装置では、レーザ振
動子６１は、Ｘ及びＹの二軸方向に移動する可動ステージ６６に据え付けられおり、レー
ザは、層状体１の表面全体に照射される。図６（ｄ）の装置は、固定レーザ振動子６１と
、Ｘ及びＹの二軸方向に移動する可動ステージ６６とを備えている。図６（ｅ）の装置は
、レーザ振動子６１が、一軸方向に移動可能な可動ステージ６６’に据え付けられており
、層状体１が、可動ステージ６６’と直交する方向に移動可能な可動ステージ６６”に据
え付けられているような構造を有している。
【００９１】
　レーザ照射によって層状体１のウエファーが損傷されることを懸念する場合、急勾配の
エネルギー分布と、隣接領域への極めて低い漏れエネルギーとを有するトップハットビー
ム形態（図６（ｆ）を参照のこと）が好ましく形成される。ビーム形態は、あらゆる既知
の方法、例えば、（ａ）ビームを音響光学装置によって反射する方法、反射／回折を利用
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してビームを形成する方法、もしくは（ｂ）アパーチャー又はスリットを用いて両端の広
幅化部分をカットする方法により、変えることができる。
【００９２】
　レーザ照射エネルギーは、レーザパワー、ビーム走査速度、及びビーム直径で決定され
る。例えば、利用できるレーザパワーは、０．３～１００ワット（Ｗ）であり、走査速度
は、０．１～４０メートル／秒（ｍ／ｓ）であり、及びビーム直径は、５～３００μｍ以
上であるが、これらに限定されない。この工程の速度を増加させるために、レーザパワー
を増強し、それによって走査速度を増加させる。ビーム直径が大きくなるにつれて走査数
を更に低下することもできることから、レーザパワーが十分に高い場合にビーム直径を増
加してもよい。
【００９３】
　光熱変換層中の熱分解性樹脂は、レーザ照射によって分解されてガスを発生し、このガ
スが、層の内部に亀裂を引き起こして、光熱変換層自体を分離する。空気が亀裂に入ると
、亀裂の再付着を防ぐことができる。そのため、空気の入り込みを促進するために、層状
体の端部から層状体の内部に向かってビーム走査を行うことが望ましい。
【００９４】
　上述のように、光熱変換層のガラス転移温度（Ｔｇ）は、好ましくは室温（２０℃）以
上である。これは、分離した亀裂が、分解した樹脂の冷却中に互いに再付着して、分離を
不可能にする場合があるためである。再付着は、光熱変換層の亀裂が、支持体の重量によ
って互いに付着するという事実に起因して生じると考えられる。そのため、再付着は、照
射法が支持体の重量を負わせないように考案されているとき、例えば、レーザ照射を垂直
方向に低部から上部へ行うことによって（すなわち、支持体が底部側になるような構造で
レーザ照射を行うことによって）又はウエファーと光熱変換層の間に端部からフックを挿
入して層を持ち上げることによって、防ぐことができる。
【００９５】
　層状体の端部からレーザビームを当てるために、レーザビームを直線的に往復させなが
ら端部からウエファーの接線方向へ適用する方法、あるいはレーザビームを端部から中央
へレコード盤のようにらせん状に照射する方法を使用してもよい。
【００９６】
　レーザ照射後に、支持体をウエファーから分離し、この操作のために、真空を利用した
一般的なピックアップを使用する。ピックアップは、その遠位端に吸引装置を有する真空
装置と繋がった円筒形部材である。図７は、ウエファーと支持体との分離操作において利
用するためのピックアップの概略図を示している。図７（ａ）の場合、ピックアップ７０
は、支持体５の中央にあり、垂直方向に持ち上げ、これによって、支持体を剥離する。ま
た、図７（ｂ）に示すように、ピックアップ７０が支持体５の端部にあり、圧縮空気（Ａ
）を側面から吹き込んで、ウエファー２と支持体５との間に空気を入れながら剥離するこ
とによって、支持体が更に容易に剥離できる。
【００９７】
　支持体を取り除いた後、ウエファー上の結合層を除去する。図８は、結合層の剥離方法
を示す概略図である。結合層３を除去するために、ウエファー２と結合層３との間の接着
結合よりも強い、結合層３との接着結合を生み出すことができる、結合層を除去するため
の接着テープ８０を、好ましくは用いることができる。かかる接着テープ８０を結合層３
上に接着するように配置し、その後、矢印方向に剥離することにより、結合層３を除去す
る。
【００９８】
　最終的に、薄型ウエファーは、ダイ結合テープと共に又はダイ結合テープを伴わずに、
ダイシング加工テープ又はダイフレームに固定された状態のままで残る。このウエファー
を通常の方法でダイシング加工することによって、チップが完成する。ただし、レーザ照
射の前にダイシング加工を行ってもよい。このような場合、ウエファーを支持体に付着し
たままにしながらダイシング加工工程を行い、その後、ダイシング加工した領域のみにレ
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ーザ照射を施して、ダイシング加工した部分の支持体のみを分離することもまた可能であ
る。本発明はまた、結合層を介して研磨処理したウエファーを、光熱変換層が設けられた
光透過性支持体の上へ、再度移動することによって、ダイシング加工テープを用いずにダ
イシング加工工程に個別に付されてもよい。
【００９９】
　本発明の実施形態の方法は、層状体を従来技術の方法よりも高温のプロセスに付すこと
ができる。半導体ウエファー類の製造において、本発明の方法は、いくつかの場合に後続
の加工工程を高温条件を特徴とすることができる。一つのかかる代表的な加工工程は、例
えば、電子接点のための金属堆積法などのスパッタリング技術が可能である。別のかかる
代表的な加工工程は、例えば、プリント基板用のプラズマ加工法などのドライエッチング
技術が可能である。別のかかる代表的な加工工程は、イオン注入法が可能である。別のか
かる代表的な加工工程は、例えば、追加の層をウエファーに結合することなどの熱圧着法
が可能である。本発明の実施形態は、層状体をこれらの加工工程に付すことができる一方
で、研磨処理した基材（ウエファー）から結合層を容易に除去することもなお可能である
ので、有利である。いくつかの実施形態では、硬化した接着剤結合層を含む層状体を、１
５０℃を超える温度に付してもよい。いくつかの実施形態では、硬化した接着剤結合層を
含む層状体を、２００℃、及び２５０℃の温度にさえ付すことができる。本発明の実施形
態は、少なくとも摂氏２５０度に少なくとも１時間加熱されることができ、それでもなお
、その機械強度及び接着性を維持することができる一方で、基材からきれいに取り除くこ
とも可能である接着剤を提供する。
【０１００】
　本発明は、例えば、次の応用において有効である。
【０１０１】
　１．高密度実装用の層状ＣＳＰ（チップスケールのパッケージ）
　本発明は、例えば、システム・イン・パッケージと呼ばれる素子に有用であり、これは
、複数の高密度集積（ＬＳＩ）素子及び受動部品を単一パッケージに収容することで多機
能又は高性能を実現するものであって、スタックド・マルチチップ・パッケージと呼ばれ
る。本発明によれば、２５μｍ以下のウエファーが、これら素子のために高収率で信頼性
良く製造することができる。
【０１０２】
　２．高機能及び高速加工を要する貫通型ＣＳＰ
　この素子では、チップが貫流電極によって接続されていることにより、配線の長さが短
縮されて、電気特性が改善される。貫流電極を形成するために貫通孔を形成すること及び
貫通孔内に銅を埋め込むこと等の、技術的な問題を解決するために、チップの厚さを更に
低減する場合がある。本発明の層状体を利用してかかる構造を有するチップを連続的に形
成する場合、絶縁フィルム及びバンプ（電極）をウエファーの裏面に形成してよく、層状
体は、耐熱性及び耐化学薬品性を必要とする。この場合でも、上述の支持体と光熱変換層
と結合層とを選択すると、本発明を有効に適用することができる。
【０１０３】
　３．熱輻射効率、電気特性、及び安定性が改善された薄型化合物半導体（例えば、Ｇａ
Ａｓ）
　化合物半導体類、例えばガリウムヒ素は、シリコンを上回るそれらの有利な電気特性（
高い電子移動度、直接遷移型バンド構造）のために、高性能の個別チップ類や半導体レー
ザなどに使用されている。本発明の層状体を利用することによってチップの厚さを軽減す
ることが、その放熱効率を増強して性能を向上させる。現在、厚さ低減のための研磨操作
、及び電極の形成は、半導体ウエファーと支持体としてのガラス基材とをグリース又はレ
ジスト材料を用いて結合することによって実行されている。そのため、結合材料を、加工
完了後にウエファーをガラス基材から分離するための溶媒に溶解する場合がある。これは
、分離に数日超の時間を要するという問題や、廃液を処理しなければならないという問題
を伴う。これらの問題は、本発明の層状体を利用すると、解決することができる。
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【０１０４】
　４．生産性向上のための大型ウエファーへの適用
　大型ウエファー（例えば、３０ｃｍ（１２インチ）直径のシリコンウエファー）の場合
、ウエファーと支持体を容易に分離することが極めて重要である。本発明の層状体を利用
すると、分離が容易に実行できることから、本発明はこの分野にも適用可能である。
【０１０５】
　５．薄型水晶ウエファー
　水晶ウエファーの技術分野では、振動周波数を増強するためにウエファーの厚さを低減
する必要がある。本発明の層状体を利用すると、分離が容易に実行できることから、本発
明はこの分野にも適用可能である。
【実施例】
【０１０６】
　これらの実施例は、単に例示目的のためだけであって、特許請求の範囲を限定すること
を意味するものではない。特に記載のない限り、実施例及びこれ以降の明細書における部
、百分率、比等はすべて、重量規準である。
【０１０７】
　結合層のシリコーン接着剤実施形態の例：
　使用した溶媒類及びその他の試薬類は、特に記載のない限り、ウィスコンシン州ミルウ
ォーキー（Milwaukee）のシグマ－アルドリッチ・ケミカル社（Sigma-Aldrich Chemical 
Company）より入手した。
【０１０８】

【表１】

【０１０９】
　（実施例１）
　ＶＱＭ－１３５　１００．０グラムと、ＳＹＬ－Ｏｆｆ　７６７８　７．２グラムと、
触媒４．４ミリグラムとの混合物を琥珀の瓶内で調製した。ノッチ・バーコーターを用い
て、７５マイクロメートル厚のこの接着剤組成物層を、シリコンウエファーのポリイミド
・パッシベーション（passivation）層の上にコーティングした。ＬＴＨＣガラス１枚を
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構造を、ＵＶプロセッサ（フュージョン（Fusion）Ｄバルブ、低パワー、露光時間約１５
秒）に通過させた。ＵＶ照射がガラスを通過して、接着剤を硬化した。ガラスをウエファ
ーから引き離すと、接着剤層は、ガラスに接着したままであって、ポリイミド表面からき
れいに除去された。
【０１１０】
　（実施例２）
　ＶＱＭ－１３５　５６．０グラムと、ＤＭＳ－Ｖ３１　４２．０グラムと、ＶＱＸ－２
２１　１４０．０グラムとの混合物をガラス瓶で調製した。キシレン類の溶媒を、真空ポ
ンプに接続したロータリーエバポレーターを用いて除去した。得られた混合物にＳＹＬ－
Ｏｆｆ　７６７８　１７．５グラムと触媒７．７ミリグラムを添加した。ノッチ・バーコ
ーターを用いて、７５マイクロメートル厚のこの接着剤組成物層を、シリコンウエファー
のポリイミド・パッシベーション層にコーティングした。ＬＴＨＣガラス１枚を前記接着
剤の上に、ＬＴＨＣ層をウエファーと向かい合わせて配置した。このサンドイッチ構造を
ＵＶプロセッサ（フュージョン（Fusion）Ｄバルブ、低パワー、露光時間約１５秒）に通
過させた。ＵＶ照射がガラスを通過して、接着剤を硬化した。ガラスをウエファーから引
き離すと、接着剤層は、ガラスに接着したままであって、ポリイミド表面からきれいに除
去された。
【０１１１】
　結合層のメタクリル化ポリブタジエン実施形態の例：
　表１に、以下の実施例で用いた配合物構成成分類及び商標名類を示す。次の配合物構成
成分類は、排他的なリストを構成するものではないが、それらを使用する比較例のみであ
るという観点で解釈されるべきである。当業者には、他の配合物構成成分類も特許請求の
範囲の適当な解釈に対応できることが分かるであろう。
【０１１２】



(27) JP 2009-543708 A 2009.12.10

10

20

30

40

【表２】

【０１１３】
　表１
　表２及び３は、比較例及びテスト実験装置で用いた配合物構成成分類の、相対的な百分
率組成を示している。高粘度のオリゴマー類を用いて作製される試料は、最初にオリゴマ
ーをオーブンで摂氏６０度に１時間加熱して、それを流し出し可能にした後、希釈剤を加
えて、攪拌プレートで１時間混合してスピンコート可能な粘度に到達させることによって
作製する。これらの工程によって、十分に低い粘度のオリゴマー類から作製された試料が
排除される。光反応開始剤をオリゴマー又はオリゴマー／希釈剤の組み合わせに添加して
、この混合物を１時間混合する。続いて、この混合物を、真空デシケータで１０分～１時
間脱気する。エポキシアクリレートの少量添加を包含する配合物の場合、エポキシアクリ
レートオリゴマーと希釈剤とのマスターバッチを先ず混合し、その後、必要に応じて、ベ
ース配合物に添加して、所望の組成を得る。
【０１１４】
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【表３】

【０１１５】
【表４】

【０１１６】
　表３
　加熱老化接着試験
　加熱老化接着用の試験試料を次のようにして調製した。試験試料は、シリコンウエファ
ーと、Ｓｙｌ－ｏｆｆ　２３（ダウ・コーニング（Dow Corning）から入手可能）をコー
ティングした５０ミクロン厚のポリエステル剥離ライナーとの間に接着剤配合物をコーテ
ィングすることによって調製した。シリコンウエファーの表面は、試験に応じて、ＳｉＯ

２、ポリイミド、又はアルミニウムのいずれかであった。接着剤配合物を、接着剤コーテ
ィング厚がウエファーと剥離ライナーとの間で約５０ミクロンとなるように設定されたギ
ャップを有する標準ノッチ・バーコーターでコーティングした。接着剤を、次に、コンベ
ヤーＵＶ硬化システムで硬化した。硬化条件は、毎分９メートル（３０フィート）で、低
パワーに設定されたフュージョン（Fusion）「Ｄ」バルブに１回パスした。接着剤を硬化
した後、剥離ライナーを除去して、テープを接着剤に層化して、９０度剥離接着試験の間
、裏材として機能させた。
【０１１７】
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　加熱老化接着試験に関する試験方法は次の通りである。接着試験は、１０ニュートン荷
重セルと９０度剥離角を維持するための駆動式スライドテーブルとを装備したインストロ
ン（Instron）引っ張り試験機において９０度剥離モードで行った。コーティングした試
料を２５ｍｍ幅に調整して、試験を、１２５ｍｍ／分の剥離速度で実行した。結果は、Ｎ
／２５ｍｍで表される平均剥離力であった。測定は、「コーティングしたまま（as-coate
d）」の試料と、その後、試験に応じて摂氏１５０度又は摂氏２５０度で１時間加熱老化
した試料とについて行った。５を超える（＞５）接着値は、テープ裏材が接着剤から剥離
したことを示す。表４に、試験した比較例それぞれの加熱老化接着試験の結果を示す。
【０１１８】
【表５】

【０１１９】
　表４
　表４の結果を参照すると、５を超える（＞５）接着値は、接着剤がウエファー表面から
分離するよりむしろ、裏材が接着剤から剥離することを示し、更にはウエファー表面への
接着力が、接着剤がウエファー支持体系除去装置（Wafer Support System demounter）を
用いてウエファーからきれいに除去できない程度まで増強したことも示す。
【０１２０】
　表４の実施例１及び２は、ライカクリル（Ricacryl）３５００及びＳＲ　２３８をベー
スとする配合物が、摂氏２５０度で１時間加熱老化することが可能であり、それらをウエ
ファー表面からきれいに除去し得る十分な小さな接着であることを表している。表４の実
施例４及び５は、ＣＮ１１７の少量添加が、接着剤とポリイミドの接着力を必要であれば
高めるために使用できることが示されている。
【０１２１】

【表６】
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　表５
　表５における比較例１１～１５の結果は、ポリブタジエン材料以外の試験したどのオリ
ゴマー類においても、単にほんの摂氏１５０度で老化した後の接着性が、ＳｉＯ２表面を
有するウエファーから前記接着剤配合物をきれいに除去することができない程度まで増強
したことを表している。
【０１２３】
　実装ウエファー試験
　実装ウエファー試験のための試験試料は次のようにして調製した。実装ウエファー試料
は、３Ｍウエファー支持体系実装機（3M Wafer Support System Mounter）及びプロセス
を用いて作製した。ウエファーを真空チャックにスピンコーティングモジュールで保持し
つつ、接着剤配合物約１０ミリメートルを、ウエファーに注いだ。スピンコーティング条
件は、５０～７５ミクロンの最終フィルム厚さをもたらすように選択した。光熱変換層を
コーティングしたガラス板に積層した後、接着剤をフュージョン（Fusion）「Ｄ」バルブ
により３００Ｗ／インチにおいて１５秒又は２５秒で硬化した。次に、標準裏面研削法を
用いてウエファーを５０ミクロンの最終厚さまで薄くした。
【０１２４】
　実装ウエファー試験のための試験法は、次のような２つの方法のうち一方を用いて行っ
た。実装ウエファー試料を加熱老化して、強制空気オーブン法又はホットプレート法を用
いて層間剥離について評価した。
【０１２５】
　強制空気法
　実装ウエファー試料を強制空気オーブン内に入れた。オーブンの温度は、ウエファー試
料を挿入するときは摂氏２５０度であってよい（あるいは、実装ウエファー試料を挿入す
るとき、オーブンは室温であってもよく、その温度のオーブンを、その後、８０分間で摂
氏２５０度まで昇温する）。摂氏２５０度に到達した後、ホットオーブンへ直接挿入する
か又は挿入後にオーブンを昇温することによって、実装ウエファー試料を、次にオーブン
内で摂氏２５０度に６０分間維持した。実装ウエファー試料をその後、オーブンから速や
かに取り出した（あるいは、オーブンを摂氏９５度まで冷却させてもよく、その温度で実
装ウエファー試料を取り出す）。オーブンから取り出した後、実装された薄型ウエファー
試料を、損傷又は層間剥離の何らかの兆候について調べた。
【０１２６】
　ホットプレート法
　モデルＣＥ１１００ホットプレート（ミズーリ州ローラ（Rolla）のスタンダード・コ
スト・エフェクト・イクイップメント社のブリュワー・サイエンス事業部（Standard Cos
t Effective Equipment Co., a division of Brewer Science）から入手可能）には、ホ
ットプレート領域全体に窒素流を供給する蓋が収容されており、これを摂氏２５０度まで
予熱した。実装ウエファー試料をガラス面を下にしてホットプレートに配置して、蓋を下
げた。層状体のウエファー表面を次いで、ウエファーの表面に現れる隆起領域又は気泡で
証明されるような層間剥離の何らかの兆候について観察した。あらゆる隆起領域又は気泡
は、薄型ウエファーの高反射性表面を調べることにより、容易に観察された。
【０１２７】
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【表７】

【０１２８】
　表６
　表６の結果を参照すると、ＳｉＯ２上面を有する１５０ｍｍシリコンウエファーを、実
施例２の接着剤を用いて実装及び薄層化し、次いで、上述と同様にして強制空気試験法に
よって行った実施例では、ガラス／ウエファーサンドイッチ構造の層間剥離の兆候は全く
無かった。
【０１２９】
　表６を更に参照すると、ＳｉＯ２上面を有する１５０ｍｍシリコンウエファーを、実施
例６の接着剤を用いて実装及び薄層化し、次いで、上述と同様にして強制空気試験法によ
って表６に記載した条件で加工した実施例では、ウエファー上の既存のレーザ識別領域付
近に、極めて微量の層間剥離があった。他の有意な層間剥離は観察されなかった。
【０１３０】
　表６を更に参照すると、ＳｉＯ２上面を有する１５０ｍｍシリコンウエファーを、実施
例６の接着剤を用いて実装及び薄層化し、次いで、上述と同様にして強制空気試験法によ
って表６に記載した条件で加工した実施例では、ウエファー端部付近に僅かな変色があっ
たが、有意な層間剥離は観察されなかった。
【０１３１】

【表８】

【０１３２】
　表７
　表７の結果を参照すると、例えば、二酸化ケイ素表面を有するウエファーを利用し、実
施例７の接着剤を用いて実装ウエファー試料を作製した。この層状体は、ホットプレート
試験法で試験して、１０秒未満で有意な層間剥離を示した。
【０１３３】
　また、例えば、二酸化ケイ素表面を有するウエファーを利用し、実施例８の接着剤を用
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６０分後に層間剥離を全く示さなかった。
【０１３４】
　更に、例えば、ポリイミド表面を有するウエファーを利用し、実施例７の接着剤を用い
て実装ウエファー試料を作製した。この層状体は、ホットプレート試験法で試験して、１
０秒未満で有意な層間剥離を示した。
【０１３５】
　更に、例えば、ポリイミド表面を有するウエファーを利用し、実施例８の接着剤を用い
て実装ウエファー試料を作製した。この層状体は、ホットプレート試験法で試験して、２
０分間無傷のままであり、その後、気泡が現れた。
【０１３６】
　更に、例えば、アルミニウム表面を有するウエファーを利用し、実施例８の接着剤を用
いて実装ウエファー試料を作製した。この層状体は、ホットプレート試験法で試験して、
３５分間無傷のままであり、その後、気泡が現れた。
【０１３７】
　更に、前述のホットプレート実装ウエファー試験に関連して、追加の任意試験工程とし
て、加熱老化後接着剤層とウエファー表面との間の加熱老化接着性を、ウエファー支持体
系（Wafer Support System）除去法を用いてガラス支持体を除去してから、上述と同様の
９０度剥離接着試験を用いて接着性を測定することにより、測定した。この場合、ホット
プレート法を実装ウエファー試料において行った後で、後続の加熱老化接着試験もまた行
った。これらの結果を表８に示す。
【０１３８】
【表９】

【０１３９】
　表８
　表８の結果を参照すると、ＳｉＯ２表面を有するウエファー上に接着剤実施例９を用い
た試験では、実施例９の接着剤がＳｉＯ２上で許容できる加熱老化接着性を維持すること
が分かった。また、アルミニウム表面を有するウエファー上に接着剤実施例９を用いた試
験では、実施例９の接着剤もまた、改善された層間剥離特性（表７を参照のこと）を示す
一方で、アルミニウム上でも許容できる加熱老化接着性を維持することが分かった。



(33) JP 2009-543708 A 2009.12.10

【図１】

【図２ａ】

【図２ｂ】

【図３】

【図４ａ】

【図４ａ－１】

【図４ｂ】

【図４ｃ】

【図４ｄ】



(34) JP 2009-543708 A 2009.12.10

【図４ｅ】

【図５】

【図６ａ】

【図６ｂ】 【図６ｃ】



(35) JP 2009-543708 A 2009.12.10

【図６ｄ】 【図６ｅ】

【図６ｆ】

【図７ａ】

【図７ｂ】

【図８】



(36) JP 2009-543708 A 2009.12.10

10

20

30

40

【国際調査報告】



(37) JP 2009-543708 A 2009.12.10

10

20

30

40



(38) JP 2009-543708 A 2009.12.10

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MT,NL,PL,PT,RO,SE,SI,SK,TR),OA(
BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,
CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,K
P,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU
,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,SV,SY,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

(74)代理人  100102990
            弁理士　小林　良博
(74)代理人  100093665
            弁理士　蛯谷　厚志
(72)発明者  ウェブ，リチャード　ジェイ．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
(72)発明者  クロップ，マイケル　エー．
            アメリカ合衆国，ミネソタ　５５１３３－３４２７，セント　ポール，ポスト　オフィス　ボック
            ス　３３４２７，スリーエム　センター
Ｆターム(参考) 3C058 AA07  AB04  CB04  DA17 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

